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チャンドラーも指摘しているごとく， 20世紀

は工業化Cindustrialization)の世紀であり，

中でも戦後の世界のライフスタイルを変えた民

生用エレクトロニクス (ConsumerElectronics) 

産業とコンピュータ産業の果たした役割は大き

い1)。日本では，民生用エレクトロニクス産業

は，戦後の輸出の牽引車であったが，その最大

の輸出仕向け地は，唯一，オープンに日本製品

を受け入れてくれたアメリカであった。

“Made in Japan"製品が信用されていなかっ

たこの時代に，世界一大きな，そして最も進ん

でいた市場に対して，雪之明期の日本の電機メー

カーはどのような戦略で輸出を開始したのか。

電機メーカーの北米輸出マーケテイング戦略

については，いろいろな文献が発表されている。

しかし，繁明期を取り上げたものは少なく，し

かも過去のこととなると時が経っているため，

データや，社名，人名に不正確なものがある。

また，なぜか電機メーカーの歴史を取上げた文

献には誤りが多い。たとえばソニーの場合，輸

1) Alfred D.Chandler， Inventing the EZectronic 
Century， Free Press， 2001 
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入代理屈・アグロッド社 (Agrod) はグロス

(Adolf Gross)社長の個人営業であったにも拘

らず，聞いたこともない Britishlndustriesと

いう会社と全米で1. 2位を争う電気製品卸会

社だ、った，という誤った表現があった。また，

ある書では，昭和 7年(1932)に発表された松

下幸之助の「水道哲学」が， 1951年のアメリカ

初訪問の経験から生まれたという記述もある。

最近では， 1990年代半ばに松下電器がフィリッ

プス (Philips)からマグナボックス (Magna-

vox) を買収したという，事実にないものが

あった。 2002年から Philipsブランドと並んで

Magnavoxブランドを復活するアメリカ・

フイリップスは驚くことだろう。また同じ著

書には， 1977年に三洋電機がエマーソン

(Emerson Electric) を買4又したとあり，フイ
シャー (Fisher)の買収と混同している。

こうした誤解は企業の社内でも起りえた。業

務の専門化が進んでいるため，他部門のことは

良く理解しえない状況にあったからである。ま

して外国のことは当時 理解できないことも多

かったし，情報が少なかった。そこで，日本電

機メーカーを代表する松下電器を取り上げ，そ

の対米輸出禁明期の歴史を主として松下電器内

部の一次資料に基づいてまとめることにした。

さらに日本，アメリカで定年退職された方を含

め，輸出初期の関係者よりヒアリングの協力を

得ることができた。

デビッドJ.ジェレミーは，経営史は，ビジ

ネスの展開，とりわけビジネスにおける人にか

かわる問題の評価，検討を行うことによって，

未来への視点を提供するところに意義があると
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述べている九したがって 先任者たちが達成

した成果を認めること，冒した過ちを明らかに

することであり，神話を破壊することも必要に

なるかも知れないのである。

本論は，松下電器の対米輸出禁明期を上記の

排究方法にのっとって明らかにしたものである。

しかし，そこにはいくつかの困難があった。ま

ず，松下電器には国内を主とする文化があり，

海外に関する記録が少なく かっ資料の保存が

十分とはいえなかった。貿易は，担当する松下

電器貿易 (MatsushitaElectric Trading Co. 

略称、 MET)に任せておけば良いという雰囲気

があったからであろう。第 2に，輸出業務が事

業部主体であったため，集中的管理が行われに

くかった。したがって事業部ごとにバラバラの

レベルで、資料が保管されていた。第3に，当時

の輸出関係者の高齢化が進み，事実の確認に時

間がかかった。そして，それらの資料やヒアリ

ングを，かつて松下電器本社輸出部に勤務し，

アメリカ松下電器設立時に同社に出向して，当

時の状況を知る立場にあった筆者が客観的に判

断し，取捨選択を行った。

本論の構成はスポット輸出の段階，合弁販売

会社の段階，販売子会社の段階の 3章から成

る。

第 I章スポット輸出

松下電器の貿易部門は1935年設立の子会社

METであり，独占的に輸出・輸入を任されて

きた。同社は，戦前はアジア，中南米を中心に

活動していた。戦後，細々と輸出を開始したが，

2) 森谷文昭訳「経営学専攻の学生向けの経営史

国際比較の視点からのイギリス人の見解Jr経営
史学JVol.35， NO.l之000より筆者が要点を抽
出。またデーピス・ダイヤーは， TRW社の社史

を編纂するにあたり， TRWより，過去を称賛す

ることよりも明日のチャレンジにf支にたつもので
あること，長い歴史の生き証人が口述できる間に

経験を記録すること，だけを条件にされたという

(Dyer， Davisぅ TR日1Pioneering Technology十 In-
novation s仇ce1900， Harvard University Press， 
1998)。筆者も共感するものがある。

そのほとんどが貿易商社経由の間接貿易であっ

た。アメリカ市場については， 1950年10月に

METとして初めて高橋弁ー取締役(東京駐

在)が松下電器・馬淵治顧問(技術担当，のち

のアメリカ松下社長)とともに市場視察を行っ

ている。輸出の可能性調査よりも，アメリカの

進歩した技術や製品の輸入をするために，提携

先を探すのが主目的であった。そして，松下幸

之助に一度アメリカ市場やメーカーを見てもら

おうということになり，翌1951年1月，朝鮮動

乱下にあったが，幸之助が初渡米した。このと

きに， 日本には外貨が少ないため，滞在費など

をノースアメリカン・ブイリップス (North

American Philips) に助けてもらったという 3)。

幸之助は約 3ヵ月間滞在してアメリカ市場の重

要性を認識するとともに，松下電器としてはヒ

ト，モノともに実力をつける必要があることを

痛感した。帰国報告会を 4月14日に本社講堂で

開催した際，幸之助は「アメリカは今や軍拡の

ときだから注文があるだろう，輸出の見込みが

確実だろうと考えておりましたところ，案に相

違して，こと電機関係のものは売れません，ま

た売ってはならないと思いました。」と述べて

いるぺ生産性，機械設備，品質，人材，販売

ノウハウなどあらゆる面で日本が立ち遅れてい

ることを知り，拙速をいましめたのである。そ

のことをニューヨークから出した書簡 (195]年

3月15日 ニューヨーク・ルーズベルトホテル

にて)に記している。

「松下電器の品物をどうしてアメリカに販出

するか，それは‘時的でなく恒久的にです。

私はいましきりにそれを考えておりますD

見込みは充分にありますが，その前提とし

て，松下電器に於てなさねばならぬ仕事が

ある言尺でそれを抜;きにして直ちにアメリカ

に売り度いと考えることは許されません。j

3) r松下電器社内時報J昭和37年(1962年) 6月
15日 馬淵治「海外だより アメリカ松下歴史

その(1 ) J 
4) r松下幸之助発言集25 なぜアメリカは繁栄し
ているかJPHP研究所， 1992年， 50ページ。
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このように，幸之助は，松下電器がやる以上

は恒久的輸出をせねばならないと決意している。

訪米中訪れた工場の一つに，パーモフレック

ス (Permoflex) というスピーカーの専門メー

カーカfあり，そこでつくられるスピーカーはど

んな音でも出せるのに感心した幸之助は，直ち

に同社と技術提携を行った。その結果，アメリ

カに日本メーカーとして最初にスピーカーを輸

出できるようになった。このとき車命出された{民

音用スピーカー 8P-W1は評判がよく，専門誌

I AUDIOJに紹介されたが，こうした商品が日

本で作られるとは“安かろう，悪かろう"のイ

メージ、が強かった当時，アメリカ人にはとても

信じられなかったという 5)。この IPanaSonicJ

の愛称のついたスピーカーをオーディオ専門雑

誌に広告し，ラジオメーカーに販売したのが，

代理屈のメンデルス(R.I.Mendels Inc.)で

あった。 1955年秋のショーでは非常な好評を得

たという。しかし，その後，他の日本メーカー

から価格の安いものが入り，このビジネスは長

続きしなかった。この IPanaSonicJが1961年

6月から IPANASONICJ となって北米での

共通ブランドになった。

松下幸之助は，実力を充実するために， 1952 

年にオランダのフィリップス社 (Philips

G loeilam penfabrieken) と技術提携を行い，合

弁で松下電子工業を設立した。当時最も重要な

部品であった真空管やブラウン管などの技術を

買ったのである。通産省・小野局長より「なぜ

フィリップスと提携するのかJと聞かれた幸之

助は， I今の日本は貧乏です。とても大金持ち
のアメリカの真似はできません。すこしでも身

近なヨーロッパの資源の少ない小さな国，オラ

ンダのフィリップスが当社のお手本としては

ちょうど良いと思いました」と答えている6)。

1953年にはノースアメリカン・フィリップス

5) 前掲『松下電器杜内時報』昭和37年7月1日

馬淵治「海外だより アメリカ松下歴史その

( 2 ) J 
6) 松下電器客員会『松苑』特集号，平成6年11月

(1994) 94ページ。

のなかに一室を借りて，松下電器ニューヨーク

出張所(所長・馬淵治博士， 100， East 42nd 

St.， New York)を開設し，アメリカ市場の技

術情報収集にあたらせた。馬淵は京都大学を卒

業後，神戸工業に入社し真空管(プランドはテ

ン)製造部門にいたが，松下電器に転職し，京

都工場で真空管技術を担当していた。馬淵はエ

レクトロニクス技術者であったが音楽の才能が

あり，朝比奈隆とも親しかった。日本真空技術

(株)の井街社長やソニーの盛田社長とは技術者

同士の交際があった。また真空管技術の関連で

オランダのフィリップス社と交流があったD そ

の関係で，松下幸之助のアメリカ訪問の際，

ノースアメリカン・フィリップスのノすーネス

(Vernes)社長に世話になっている。それが

きっかけで，バーネスから勧められて，松下幸

之助のオランダフイリップス本社訪問が実現し，

合弁会社・松下電子工業の設立になっていった。

ニューヨーク出張所ができ，馬淵は週報で，

克明にアメリカにおける技術情報を日本にレ

ポートした。新製品のサンプルも送付した。ま

た，松下電器とアメリカ企業の接触を増やす

ため，カーチスマセス (CurtisMathes)，カー

チスライト (CurtisWright)，ゼネラル・エ

レクトリック (GeneralElectric)， トムソン・

ラモ・ウーリッジ (TRW= Thompson Ramo 

W ooldridge)，ウオーイック (Warwick)など

の有力企業を松下電器に紹介し，部品のビジネ

スを始めるきっかけをつくったD

1953年当時，日本との通信は，電話がすぐに

はかからず，テレックスもファックスもなかっ

たので，電報か手紙が主な手段であった。コ

ピー機がないので，馬淵の報告はカーボン紙で

コピーを取ったものだ、った。この出張所は松下

電器本社の直轄で，日本からの送金で運営され

た。当時まだめずらしかったアメリカへの出張

者は，滞在中そこを仕事のベースとし，馬淵か

ら助言を受けた。 1959年，アメリカ松下電器設

立後，技術本部傘下に入り，ニューヨーク技術

出張所に名称が変更された。

日本側でもう一つの情報源としていたのがア
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メリカの新聞雑誌であった。当時のアメリカ業

界には，ホームファーニシングズ・デイリー

(Home Furnishings Daily)，エレクトリカル

・マーチャンダイジング・ウィーク (Electrical

Merchandising Week)があり，市場動向や商

品企画の参考になった口またメールオーダーの

シアーズ・口一/¥ック (SearsRoebuck)のカ

タログからは価格やデザインを知ることができ

た。研究所や事業部はこれらの情報や，製品見

本で開発にあたった。 1951年 5月， METはア

メリカからの輸入品を調査するために神谷伊三

郎取締役をニューヨークに派遣している。

1954年の新年経営方針発表会で松下幸之助は，

今年から輸出に力を入れることを表明した。こ

れを受けて日本メーカーとして初めて，

AC/DC式真空管ポータブルラジオがアメリカ

最大のデパート，メーシー (Macyうs) に同社

のプライベートブランド“Herald"で直接輸

出された。一般に，メイド・イン・ジャパン製

品に文すするイ言車員がないため， メーシ一社よりイ言

用状 (Letterof Credit先払いベース)を開設

してもらえず，やむを得ずコンサインメント

ベース(販売委託後払い)で出荷したという。

市場品質で苦労があったが，アメリカ向け商品

全面iの学習になった7)。

1955年には MET会長に松下電器・高橋荒

太郎専務が兼任で就任した。この頃の対米輸出

はジグザグミシン， ミシンモータ，ラジオ，同

部品が主であった針。その当時， ミシンはカ

メラと並んで日本政府から重要輸出品目に指

定されており，世界への輸出額は1953年:

20，347，000ドル， 1955:'tf::: 34，786，000ドル，

1957年:42，703，000ドルで，ラジオが1953年に

193，000ドル， 1955年に916，000ドル， 1957年:

10司962，000ドルであったのに比べ段違いの実績

7) Kinugasa (1984)は，松下電器が1954年に新

輸出システム (New Export System)を構築し，

真空管式ラジオの輸出を始めたと述べている。

(Kinugasa， Y. ']apanese Firms' Foreign Direct 

lnvestment in the LT.S.' in Akio Okochil 

Tadakatsu Inoueヲ OverseasBusiness Activitie.ら
Univ. of Tokyo Press、1984.) 

であったペ松下電器のミシン輸出は間接商社

経由の OEMであった。ミシンは松下電器が

買収した「第一精機j製であった。家庭用 AC

式(交流)製品は，火災および人命の安全の観

点からアメリカ保険業者試験所 (Underwriters

Laboratories)の安全規格 (UL) に合格するこ

とを取引条件とされる場合が多いが，当時の日

本製材料は難燃性を欠くものが多く，電源コー

ドもショートしやすいものであったため，すぐ

合格は無理であった。つまり対米輸出品の前提

条件が欠落していたのである。 1955年当時は

UL取得が困難なのでミシンのみを送り，アメ

リカでアメリカ製のモーターを組み込んでいた。

ULとはなにか認識がなかった時代であったの

で，商社経由で UL試験規格書を取り寄せた

り，日本では調達できない部品を輸入したりし

て， 1957年から UL合格のモーターをミシン

に組み込んで輸出した口

これらの対米輸出は計画的に行われたもので

なく，たまたま商談があったものを輸出してい

たに過ぎない。いわゆるスポットと呼ばれるも

ので，取引は安定したものではなかった。ス

ポット輸出の時期は学習の時期でもあった。

8) 松下電器北米向け輸出実績 (単位:ドル)

(ただし当時の為替レート iドル二360円)

出所:r松下電線対米輸出会社の設立並びに出資説明書: 別表
第三 USA'カナダ・メキシコ向け輸出実績J1959年
2 n 19日。品けの抽出と品目名は筆者が)jQlーしたO

9) 大貝威芳『競争と戦略のグローパルイヒj中央経

済社， 2000年， 42ページ参照。
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第E章合弁販売会社 (MACO)の
マーケティング

松下電器は，巨大なアメリカ市場に自ら直接

投資で進出するには時期尚早と考え，提携の

ノfートナーを探していた。当時は，外貨規制で

十分な資本も投入できないし，人材面でも育成

が十分とはいえず，国際競争力のある製品もな

かった，という事情がある。

1956年より，インベリアルナイフ社(1916年

設立， Albert M. Baer社長，本社ロードア

イランド州プロピデンス，営業所 ニューヨー

ク， 1776 Broadway) 10) ，と合弁販売会社構想が

検討された。

インペリアルナイフ杜はアメリカで最も有力

な刃物・金属洋食器の製造・販売業者であり，

新潟県・燕のステンレス洋食器を輸入していた。

同社が日本製の輸入に目を向けたのは， 1951年

ごろ，当時のアイゼンハウワ一大統領が，戦後

の日本の復興を助けて共産主義化を避けるため，

各業界の代表に日本製品の輸入を増やすよう依

頼したのがきっかけである。ベア社長は業界の

代表として大統領の紹介状をもって初来日したD

加地貿易の 3代目社長・加地弘世によれば，こ

のときベアは，戦前，東京の堀越商会の社員と

して， 20年間ニューヨークやロンドンに駐在し

絹貿易の経験のあった加地幸ーを訪ねるよう，

ユダヤ人仲間の弁護士から勧められた。加地幸

一はベアをつれて，戦前から洋食器製造の中心

地であった新潟県・燕の小林工業などを訪問し

10) Imperial Knife Associated Cos. Inc.持ち株会
社。主力工場はロードアイランド州プロビデンス

にある。同杜は戦時中，アメリカ軍需省の要請に

より米国刃物業者の80%を統合し(1942年， Uls-
ter Knife Co.と合併， 1946年， Schrade Cutlery 
Co.を買収)，軍用・工業用刃物のほか，家庭用

洋食器，料理用刃物，安全カミソリ，鋲，ポケッ

トナイフなどを生産し，シアーズ・ローパックを

主たる取引先としていた (1松下電器対米輸出会

社 MACOELECTRIC CORP.説明書」昭和34
年 2月19日付け内部資料，および ISchrade
History J http://www.schradeknives.com./ all O. 

cfm)。

た。日本人の賃金の安さ，勤勉ぶりと器用さを

見たベアは輸出の可能性があると結論した。当

時の燕ではクロームメッキが中心であったので，

アメリカでポピュラーだったステンレス洋食器

の技術を指導し，アメリカに向いた製品を作ら

せて輸入することにした。ステンレスは加工が

難しく，燕の業者はインペリアル・ナイフの工

場を訪問して新技術や自動機械を学習した。

ベアは，語学に堪能で管理能力のある加地と

手を組むことで輸出を成功させようとした。加

地は1952年 6月に 「今後の日本の将来の発展

は輸出を伸ばし外貨を多く獲得する以外には有

りえない」という理念を持って，洋食器輸出商

社として加地貿易(株)を設立した。その結果，

インペリアル杜に対する輸出は， 1953年:

6，400万円， 1954年:1億1，100万円， 1955年:

2億2，600万円， 1956年:3億3，100万円という

風に伸びた11)0 1955年の松下電器の全世界輸出

が7億1，400万円， 1956年が9億6，500万円であ

るのと比較してもかなりの金額になる。

インペリアルナイフは多角化を考え，次の輸

入商品として電器製品に目をつけた。加地は

1956年 9月に住友銀行・堀田頭取の紹介状を

持って松下幸之助を訪ね，ベア社長を紹介した。

そして合弁の販売会社構想が話合われた。初め

ての会合が1956年 9月28日で，即日， Iインペ
リアルナイフによるアメリカにおける松下電器

製品の販売ならびに松下電器によるアメリカ向

け商品の生産に関する了解事項の覚書 (Memo-

randum)Jを取り交わし， 10月5日に再度協議

した。これらの覚書に基づき10月25日に NECO

Electric Corporationが設立された12)。

11) 現加地貿易社長・加地弘世の筆者あて書簡1996
年8月30日付けによる。燕のアメリカ向け輸出実
績は， 1953年:1億2，300万円， 1954年:4億300
万円， 1955年 :11億9，800万円， 1956年:19億
8，700万円で，ステンレス製品によって急増した
とある(関満博/福田順子編『変貌する地場産業

:複合金属製品産地に向かう“燕"j新評論，

1998年， 32ページ)。ただし同書はアメリカから
の技術指導に触れていない。

12) 1956年11月2日付けにてジーグフリード弁護ノ
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松下電器でもずメリカでの販売代理屈を探し

ているところであった。したがって極めて短期

間にことが運ばれたのであるが，それはインペ

リアル社がこのように対米輸出で成功した会社

であったこと，社長のベアがアイゼンハワ一大

統領の知己であり，大の親日家であることなど

から，松下電器としては合弁を組むのに信用で

きる相手と判断したためと思われる。 1957年 7

月に METから藤井一徳が NECOに派遣され

た。幸之助は藤井に対し「ベアさんは偉い人ゃ

から，わしは言われることをそのまま開きたい口

君は自分の意見ははさまんでもいいから，ベア

さんの言われることをそのまま日本へ伝えてく

れんかJといった13)。ベア氏に対する幸之助の

信頼の程がわかる。

この時点からアメリカ市場については松下電

器本社が担当することになり，事業本部(高橋

荒太郎専務担当)の中に輸出部(大西栄作部

長)が設けられたむ 1956年当時の METの年

間売上げは約10億円(松下電器は312億円)で

あり，巨大なアメリカ市場を METが担当す

るには資金的にも，リスクテーキングの面から

も過重であり，本社が直轄すべきと，松下幸之

助社長と高橋が決断したものである。しかし，

日常の輸出入業務は商社のライセンスを保有し

ている METに任された。

インペリアルナイフ社との提携後，対米輸出

品目の開発(たとえば電気毛布，フライパン，

¥士より松下電器に送付された議事録によると，

1956年10月25日の設立総会のあと第 1回 NECO
取締役会が開催され，取締役会長 松下幸之助，

社長 アルパート M ベア，ほかに松下側とイ

ンペリアル側よりそれぞれ取締役3名が選出され

た。授権資本金10万ドル(松下49%)，払込資本
金10，000ドル，ただし松下電器の出資金払込は政
府の許可が必要なため保留されている ο 松下f剤取
締役3名はすべて本社役員の兼務であり，名目的

なもので，アメリカで合弁会社の経営に参画する

ものでなく，運営は実質的にインベリアルに一任

されていた。 NECOの社名は National Electric 

から考え出された。

1:3)藤井 a 徳「私とアメ 1)カ松下J，MECA 
PanAm会編 rMECAと私の青春譜』青春譜刊

行委員会， 1999年。

アイロン， トースターなど)が中央研究所・輸

出製品企画部(西村真二郎部長 のちに製品開

発研究所)で進められていたが， トランジス

タ・ラジオが最初の輸出適格商品として選ば

れた。インベリアル社の紹介でブロパ社

CBulova Watch Co.)向け OEMが始められた

のである口このブロパ向け輸出については松下

幸之助は当初欝諾したが，加地幸一一の「今後の

日本のためにも電機業界発展のためにもトラン

ジスタを含めた製品の輸出がいかに重要である

か，その先頭に立つべきメーカーが松下ではな

いかJとの懇願に負けて， rそれでは松下の技
術を上げてやってみましょうかJとなったO の
ちに加地幸ーは何度も「あの交渉は非常に難し

い交渉だったjと言っていたという 14)。この

マーケテイングには「ラジオ車市出の父」と呼ば

れる当時ラジオ事業部・第2ラジオ工場長竹岡

敬一の努力を見落とせなしL ブロノfも，品質管

理技術者のドーア (GeorgeDoer) を3ヵ月間

日本の工場に送り込んだ15jo このブロパ社は

1875年創業で，アメリカの有力な高級腕時計

メーカーであり，宝石・時計屈に販売ルートを

持っていた。したがってブロパ向けは当時世界

最小といわれた T-10という機種をゴールド仕

上げして，高級品の感じを出したものにした。

ドーアはその仕上げ品質を確認することを

行った。

1958年に本社に輸出事業本部が設けられ，対

米輸出戦略を担当することになった。

同年に商標登録の関係から NECOを改め，

松下の MAにちなんで MACOElectric Corp 

14) 前掲 11)加地弘世書簡。なお引用文の[とげ

て」は「挙げてjの意(筆者注)。このブロパ向

け輸出を機に松下電器のラジオ輸出は， 1957年度

末までの累計がは万4千台であったのが， 1958年

度末に33万台， 1959年度末に96万台， 1960年度末
に205万台(いずれも累計)にまで伸びた。 cr松
下電器ラジオ事業部50年の歩みJ付表， 198]年)
15) 前掲 rMECAと私の青春譜Jに，ブロパ向け
トランジスタラジオにスピーカーカfついていない

不良が多発したためドーアが派遣された，という

記述があったが，そういう不良の事実はなく，の

ちに誤解だとわかり訂正されたJ
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が設立された。日本で使われているナショナル

(NATIONAL)商標は，アメリカではマサチュ

セッツ州のナショナル・カンパニー (National 

Company， Inc.， 1914年設立無線機器製造。

子会社に National Radioがある)が登録して

おり，その譲渡交渉をしたが1963年まで成功し

なかった。松下電器は日本政府に対し MACO

への出資の許可を得るため，合弁説明書と輸出

計画を提出した16)。この合弁説明書には設立趣

旨が次のように記されている。

「松下電器製品の米国市場(カナダ，メキシ

コを含む)への輸出を推進し，永続的に安

定した市場として確保するためには，一時

的なバイヤー取引に依存することなく，自

らの手で販売態勢を布き且つ常にアメリカ

市場の適確な情報を入手する必要があるの

で，米国内に松下電器の子会社として

MACO杜を設立するのでありますJ
つまり合弁会社を通じて永続的，安定的輸出

マーケテイングを意図したものである。

インペリアルナイフの輸入部門はインペリア

ル・インターナショナル杜 (IIC= Imperial In-

ternational Corp.)で，ナイフやフォークには

IICのマークがつけられていた。ジョージ・レ

16) 1956年の合意書では NECOElectric Corpで

あったが， 1958年の輸出計画書では MACO

Electric Corp.に変更されている。松下電器対米

輸出計画は金額ベースで次の通り。
(単位:千ド、ル)

主要品目 1959 1960 1961 1962 1963 

ホームラジオ 1，000 1，400 2，000 2，000 2，400 
トランジスタポータブ

1，950 3，600 2，300 1，500 900 ルラジオ
録音機 1，200 1，200 2，000 2，400 
カーラジオ 900 1，200 1，800 2，250 
電熱製品(炊飯器，毛布) 28 432 792 1，152 1，512 
ミシンモーター 124 300 600 1，200 
電動ミシン 1，250 1，200 1，600 2，000 2，400 
写真用閃光球発光器 1，555 1，777 2，055 2，055 2，333 
サイレン，ダイナモなど 83 83 138 138 166 

合計 5，866 10，716 11，585 13，245 15，561 

出所:I松下電器対米輸出会社の設立並びに出資説明書 別表 第二
輸出予想表J1959年2月19日。品目名は筆者が加工。
なお電器製品の輸出には加地貿易は関与せず， METが行う
こととなった。

キッシュ (GeorgeLeckish) とピーター・レ

キッシュ (PeterLeckish)の兄弟が輸入や販

売実務の責任者であった。 MACOのオフィス

は， 1776 Broadway， New Yorkのインペリア

ルナイフ社の一角におかれた。そして MACO

ブランド・トランジスタラジオのマーケテイン

グが開始されたD レキッシュ兄弟は刃物と金物

庖ルートでの販売には強かったが，ラジオなど

電気製品の販路は新たに開拓する必要があった

し，商品企画はデパートや貴金属・時計底ルー

トで売れるものでなければならなかった。そ

こで 1959年 2月， MACOマーチャンダイ

ジング・マネージャーとしてレイ・ゲーツ

(Raymond A. Gates)が採用された。ゲーツは

このとき38歳で，それまで貴金属・銀食器・ギ

フトなどを扱うニューヘイブン・クロック

(N ew Haven Clock Co.)社でセールスをして

いた。カメラなどの日本製品がアメリカ市場に

入るようになり，ゲーツは日本に関心を持って

いた。その頃，インペリアル社にいた友人より

昼食の誘いがあり，その席でベアを紹介された。

ベアより松下電器の日本語の商品カタログを見

せられ，この会社のアメリカ合弁会社でトラン

ジスタラジオを販売しないかと誘われ，すぐ承

諾した。松下電器の名前は知らなかったが，商

品のバラエティの多いのに驚き，将来性がある

と感じたからである17)。

松下電器が政府に提出した輸出計画には，ブ

ロバ社向け OEM トランジスタラジオも

MACO扱いとして含まれている。ほかの品目

では，炊飯器が， 1957年からハワイの Best

Trading，ロスアンジェルスの野沢貿易，バン

クーパーのヒロ・トレーデイングに向けて数千

台輸出されているが，これらはすべて日系人の

経営で，現地日系人向け販売であった。ミシン

や写真用閃光球発光器(ストロボ)はすべて間

接輸出である。

17) Ray Gates，‘My Years with MECA' rMECA 
と私の青春譜』前掲書 13，pp. 29-40およびゲー
ツの口述テープ(1995年4月13日およびf1996年8

月8日筆者宛て)
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以上のように，松下電器は1956年の合弁販売

会社 NECO(のちの MACO)設立を機に，対

米輸出商品の開発に組織的に取り組むように

なっt:..o そして1958年に最初の適格商品として

トランジスタラジオが選ばれた。 MACOトラ

ンジスタ・ 2バンド(中波/短波)ラジオは業

界初で，音楽評論家アーピング・コロデイン氏

(Irving Korodin) も音の良さを絶賛した18)D

MACOの設立でマーケティング体制ができた

ように思えたが， しばらくして，販路の限界

(金物ルートで電気製品を売る困難さ)，販売戦

略の違い(量販志向で，小売庖販売網ができな

い)が明らかになり，松下電器が満足する状況

にならなかった。結局，本格的マーケティング

に到らないうちに合弁が解消された。

第田章販売子会社 (MECA)の

マーケティング

谷村博蔵取締役外国部長が中心になって，イ

ンベリアルナイフから MACO社の独占輸入販

売代理権を買い取る交渉が始まった。その一方

で，高橋弁ーが馬淵やゲーツとともに，他にど

こか手を組むところがないか，可能性をチェッ

クした。高橋はアメリカを離れる前にゲーツに

他社との提携をどう思うかと聞いた臼ゲーツは

「松下はすでに合弁を試みた。そしてそれが成

功しなかったっなぜ自分でやらないのかJと答
えた19)口

そこで，自社販売子会社の設立が真剣に検討

されるようになる。まもなくインペリアルナイ

フとの合弁を解消し，輸入販売代理権を20万

5，100ドルで買い取り， 1959年 9月に，松下電

器100%出資のアメリカ松下電器 (Matsushita

Electric Corportion of America略称MECAo

41 East 42nd St.う NewYork。社長松下幸之

助 資本金50万ドル)が設立された。「自らつ

くったものを自ら売るjことで，松下電器の

18) “Adventures with MACOヘSaturdayR evier以

July 25、1959
19) Ray Gatesう 'My Years with Panasonic‘ 

rMECAと私の青春譜j前掲書 13，p. 300 

マーケテイング方針そアメリカに確立し，松下

幸之助の輸出に賭ける信念の実現を図る狙いが

あった。この販売子会社は， 日本の電機メー

カーとして最初に設立されたものである。

ゲーツは，ベアから，インペリアルナイフに

残ってブロパの仕事とカナダでの販売を担当す

るか，それとも移るかを聞かれ，MECAに移

籍を選んだ。馬淵ニューヨーク出張所長は

MECA副社長 (VicePresident技術担当)を

兼務した。営業担当として METから高橋弁

一常務が着任する予定であったが，アメリカ到

着直後病気になり，代わりに METより松本

守部長が着任した。そして松本は，フランチヤ

イズ・ディーラー(特約庖)を選び，セールス

レップ (SalesRepresentatives)によるディー

ラー直接販売に公正取引法 (FairTrade 

Law)に基づいた指定を受けて小売り価格を維

持し，高品質でアメリカ人好みのデザインのも

のを販売する方針を決めた。セールスレップと

は，小売!苫からの受注を専門にし，在庫管理や

売上げ代金面収はしない独立の業者である口当

時のアメリカ有力メーカーはディストリピュー

ター(卸会社 distributor)に販売を任せていた口

この 2ステップ販売に対し， MECAはディー

ラーi直接の 1ステップ販売という新たなやり方

で市場に参入したのである。

セールスマネージャーになったゲーツはセー

ルスレップを探した口ゲーツのレップ発掘に

ついて，元レップのチャラック (Manny

Charach)は次のように述べている則。

「彼はまずニューイングランドで探し，ピ

ル・ウルフ (Bi1lW olfe) とパートナーの

スタン・サイデル (StanSydel)を指名

した。それからボルチモアへ行きフラン

ク・パンバーガー (FrankBamberger) を

任命した。そこへデトロイトのマニー・

チャラックから電話があった。チャラック

は当時小さな会社であったソニーのレップ

20) Manny Charach，ぺ[0the Wonderful People 
Responsible for Panasonic' DvIECAと私の青春
譜J前掲書， 140ベ』ジ。
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をしていた。ゲーツは 4機種のトランジス

タ・ラジオ (T-30，T-22， T-50， DT-495) 

を持ってデトロイトを訪れた。これが

MECAのアメリカにおけるラジオ販売の

始まりである。J(筆者訳)
このようにゲーツは 4機種のラジオを持って

レップを各地で探し， 1年がかりでほぼ全米を

カバーすることができた。ニューヨークから遠

い西部11州については， GEやウエスティング

ハウス (Westinghouse)，サンビーム (Sunbeam)

の南カリフォルニア地域ディストリビューター

であったコーウインホール (CorwinhallDis-

tributing Co.。社長 LouCorwin，本社ロスア

ンジェルス)と提携した。コーウインホールは

新たに Newcraft Incを設立し在庫管理を含め

た販売活動を行った。ただし当初は実際の業務

はコーウインホールで兼務された21)。

なお，すでにソニーは，元オリンピック

社 (Olympic) のフリードマン兄弟 (Phil

Friedman & Albert Friedman)が設立したデ

ルモニコ (DelmonicoInternational)に， ~議

音機を除く小型電器の全米総代理屈の権利を与

えていたが， 1959年に契約を解消した。ソニー

は1960年 2月，ニューヨークに販売子会社を設

立し，ディストリビューターを経由した販売を

始めた。チャラックはそれまでデトロイトの

レップであったので，ちょうど MECAに乗り

換えることができた22)。

1959年11月には，輸出事業本部を発展的に解

消し，国際本部(本部長・谷村博蔵)が発足し

た。北米市場戦略も岡本部で推進されることに

なった。

MECAの設立とマーケテイング戦略につい

ては大貝 (2000，注9) に詳述されている。

MECAの販売は順調にスタートしたとはいえ

なかった。市場には安物のトイラジオ(トラン

ジスター 3石未満のおもちゃ)が氾濫していた口

21) Newcraft社・元社長ヘイトン CHalHaytin) 

の1999年7月1日付け筆者宛て書簡。

22) Manny Charachの筆者宛て FAX July 7， 

19960 

それでも1960年冬にニューヨークに着任した筆

者がゲーツに販売見通しを聞くと「心配するな。

我々には方針がある。必ず成功するjとの答え

がかえってきた。しかし，問題はブランドで

あった。 MECAを設立したときブランドを

iMACOJから何に変えるか検討されたが適当

なものがなく， iMATSUSHITAJで始めたも

のの，今一つアメリカのディーラーや消費者に

受け入れられなかった。そこで MECAよりパ

ナソニックが提案されたが，本社の一部では

ファミリー・ブランド(創業家の名前)がなぜ

悪い， FORDもWESTINGHOUSEもPHI-

LIPSも皆ファミリー・ブランドではないか，

との反論がでた。しかし，ゲーツらが説得した

結果パナソニックに変更が承認された。販売の

本格的展開はブランドを iMATSUSHITAJ 

から iPANASONICJ に変えた1961年後半か

らである23)。輸入・倉庫，配送などのロジス

ティックス，信用調査と回収，宣伝，修理サー

ビスなどはすべて外部業者に委託したD アメリ

カに続き1964年にハワイ松下， 1966年にカナダ

松下が販売子会社として設立された。いずれも

日本メーカーとしては最初であった。

第W章結 圭6.
日間

1950年代， 1960年代はパクスアメリカーナの

時代であり，アメリカがすべての面で世界を

リードしていた。書写明期における松下電器の対

23) 大貝威芳前掲書注9)第 1章参照。なお

MECAの創業期の月別販売額は次のとおり(単

位:ドル)。

1960年 7月: 16，700 8月: 23，600 

9月: 46，600 10月: 70，200 

11月: 76，600 12月: 86，000 

1961年 1月: 81，200 2月: 32，800 

3月:146，100 4月:276，000 

5月:237，700 6月:228，700 
7月:205，100 8月:480，600 

9月:483，000 10月:570，000 

11月:968，000 12月:434，000 

出所:大貝威芳 iMECA創業期の記録J1961 

年11月(内部報告書)
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米輸出マーケティング計画は，松下幸之助の

1951年の訪米から始まった。その頃は間接商社

経由のスポット輸出が中心であったが，恒久的

輸出の必要性を痛感した幸之助は，まず技術レ

ベルを向上させる対策として，ブイリップスそ

の他と技術提携を積極的に結んだ。アメリカか

ら多くの技術導入を行い，学習し，改良を加え

ていった(別表「松下電器の初期技術導入J参
照)。これらの技術導入は，松下電器のその後

の発展と対米輸出に大いに寄与した。そして次

の段階では，松下電器が自社のみの直接投資で

進出するには経営資源が不十分であると考え，

合弁で米国販売会社 MACOを設立したが，そ

れが成功しなかった。失敗したのは，アメリカ

市場についての知識や外国企業との提携の経験

がなく， しかも十分な事前検討 (Feasibility

Study)がなされなかったためである。相手企

業の信用調査は，ダン・ブラッドストリート

(Dun & Bradstreet)の報告書だけであって，

電気製品の販売能力などはわからなかった。松

下電器にとってパートナー選ぴの難しさはその

後も世界各国で経験している。

1959年 9月に松下電器100%出資による販売

子会社・アメリカ松下 (MECA)を設立した。

本格的輸出マーケティングが始まったのはこの

ときからである。方針としてはワンステップ販

売，価格維持，高品質製品の 3つを柱とした。

ブランドをアメリカの人たちに受け入れられや

すい PANASONIC(のちに Panasonic) にし

たのも成功の一因である。

MECAへの輸出の最初の品目はトランジス

タラジオで，録音機，電気鉛筆削り，白黒テレ

ビ，カラーテレピ，ステレオ，などが次々と追

加され，品目は多岐にわたった。 1960年代には

録音機，白黒テレビが， 70年代に入るとカラー

テレビ，ラジオカセットレコーダー(略称、ラジ

カセ)，テクニクス・ハイフアイステレオ，電

子レンジなどが対北米輸出主要品目になった24)。

これらの輸出は，自社ブランドマーケテイン

24) 北米向け輸出実績(上位 4品目)。 ノ

グと並行して OEM/PBビジネスの形でも行

われた。相手業者の商標で，乾電池 (W.T

Grant社など)やテープレコーダー (Concord

Electronics社)，ストロボ (Vivitar社)，白黒

テレビ (Philco12インチ， Arvinなど16イン

チ)， トースター (Vornado千士)， ミシンモー

ター (White社)，が輸出された。なかでもカ

タログテソfートチェーンである ].C.Penney 

社とは， Penncrestブランドでラジオ，白黒テ

レビ，カラーテレビ，電子レンジ，録音機など

幅広い， しかも長期にわたった継続的な取51が
あった。同社は自社の製品試験所で、合格したも

のしか扱わなかった。雲寺明期には OEM/PB

の取引から学習することも多く，アメリカにお

けるビジネスのやりかた，デザインなど商品づ

くり，品質管理・技術規格などを教えられた。

つまり，アメリカから，技術導入に加えて，

マーケティングノウハウも吸4又したのである口
次に，販売子会社への直接投資に加え，製造

への直接投資が必要になった。その最初の動機

は，市場の要望は強いが日本では製造できない

ものを生産するためであった。 1965年設立のプ

エルトリコ松下電器 (MatsushitaElectric of 

Puerto Rico略称、 MEP)は， GE製クロック

を組み F込んだ時計っきラジオを生産するためで

あり，のちには RCA製ブラウン管を使った大

¥ 単位:100万円. % 

1961年 1965年

ラジオ 1.122叶Rラジ才 4仙沼 O
電子部品 213 111l白黒テレビ 2，888 23.6 

ミシンモーター 146 7.6l録音機 2，63721.5 

録音機 135 701電子制1 l， 396 11.4 

輸出合計 1，926 100 輸出合計 12，270 100 

1970年

l6，828 20.2 

83，278 100 

出所:松下電器貿易[事業部輸出実績表J
筆者注:J二位 4品目で輸出合計のほとんどを占めた。 1970年には第

51¥{にステレオ 6，141百万円 (7.4%)が力日わった。
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型コンソールカラーテレビも生産するように

なった O こうした北米での製造子会社の設立は

日本メーカーとしては松下電器が最初である。

現地生産にあたっては，文化の違い，松下経営

の浸透の困難さ，雇用機会均等，少数民族対応，

コミュニケーションの難しさなどに直面したが，

すべてが経験学習となった。

生産，販売ともに繋明期には必ずしもスムー

ズに立ち上がったとは言えないが， 3段階にわ

たる経験を重ねて確立した輸出マーケテイング

が成功し，今日，松下電器は北米で約100億ド

ルの販売に 33社にわたる子会社をもって活動

するようになった25)。

1960年以降，日本電機メーカーは相次いでア

メリカに販売子会社を設立した。雪之明期におけ

るこれら企業の輸出マーケテイング戦略を明ら

かにすることが今後の課題となろう。

(受理 2002年4月17日)

25) 北米子会社累計

1969年末 5社(アメリカ松下，ハワイ松

下，カナダ松下，プエルトリコ

松下，メキシコ松下)

1979年末 8社(クエザー・エレクトロニ

クス社，カナダ松下電業，パハ

カリフォルニア松下 設立)

1989年末 28杜

1999年末 32社

2001年8月末 33杜

出所:松下電器社内資料
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別表松下電器の初期技術導入 (1951-1959)

契約認可年 契約内容 契約相手先・国

1951 Manufacturing & design technologies -_. Permoflex CorpぅUSA
εlectro-acoustic apparatus (音響製品)

1952 Manufacturing technology一一一fluorescentlight， NV Philips， The Netherlands 

incandescent bulb， electron tube (蛍光灯・電

球・電子管)

1953 Manufacturing technology--TV receiver RCA， USA 

(テレビ受像機)

1954 Manufacturing technology-一一receivingtube & RCA， USA 

transistor (受信管・トランジスタ)

1955 Manufacturing technology一一一mercurialbatter- NV Philips， The Netherlands 

ies (水銀電池)

1956 Manufacturing technology--CRT (ブラウン RCA，USA 

管)

1957 Manufacturing technology--TV receiver NV Philipsぅ TheN etherlands 

(テレビ受像機)

1959 Manufacturing technology--ferrox cubes (写 GustavDobrin C.Eラ USA

真用閃光球)

1959 Process technology一一一 carbonicgas welding NV Philips， The Netherlands 

system (ガス溶接システム)

1959 Manufacturing technology _--arc gauging in- Arcair Co・， USA 

struments & electrode (アーク ゲージ&電極

棒)

1959 Technical consultant's service re:manufacturing Gustav Dobrin C.E.， USA 

process for storage battery (技術コンサルタン

ト:蓄電池)

1959 Technical consultant's service re:thermo-elec- American Institute of Engineering 

tric research (技術コンサルタント:熱電気研 & T echnology、USA

究)

1959 Technical consultant's service re:die makingヲ AmericanInstitute of Engineering 

die engineering， training & production techno- & Technology， USA 

logies (技術コンサルタント:金型)

1959 Manufacturing technology -一一 compressor Kelvinator International、USA

motor for refrigerators (冷蔵庫用コンブレツ

サー)

出所) H旦yward，Anthony、TheGroωth and Development 01 the Con:ψonents Division 01 the Japanesc Electrical and Electronics 

Industrッ， 1945-94， London， The British Library Document Supply Centre， 1996， pp 335-350より筆者が抽出

筆者注) 以上のほか，業界団体および通産省がデミング，ジユラン， ドラ yカー， RCA， Philipsなどと，包括技術導入

契約やコンサルタント契約を締結している。仁記は最初の基本契約に関するもののみで，その後の追加品目や内容

については含めていない。


